
函館市臨時福祉給付金（経済対策分）支給事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は，消費税率の引上げに際し，低所得の住民に与える

負担の影響に鑑み，低所得の住民に対する適切な配慮を行うため，暫

定的・臨時的な措置として実施する臨時福祉給付金（経済対策分）支

給事業に関し，必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。

(1) 臨時福祉給付金 前条の目的を達するために，臨時福祉給付金（

経済対策分）として市によって贈与される給付金をいう。

(2) 支給対象者 別紙に定める臨時福祉給付金が支給される者をいう。

（臨時福祉給付金の支給）

第３条 市は，支給対象者に対し，この要綱の定めるところにより，臨

時福祉給付金を支給する。

（支給額）

第４条 前条の規定により支給対象者に対して支給する臨時福祉給付金

の金額は，支給対象者１人につき１万５千円とする。

（申請受付期間）

第５条 臨時福祉給付金に係る市の申請の受付期間は，平成２９年１月

３０日から同年７月３１日までとする。ただし，市長がやむを得ない

と認める場合は，この限りでない。

（申請および支給の方式）

第６条 臨時福祉給付金の支給を受けようとする者（以下「申請者」と

いう。）は，様式第１号（第８条第２項各号に規定する児童等にあっ

ては，様式第２号）の申請書（以下「申請書」という。）により市長

に申請しなければならない。

２ 臨時福祉給付金の申請および支給は，次に掲げる方式のいずれかに

より行う。この場合において，第３号に掲げる申請方式は，申請者が



金融機関に口座を開設していないこと，金融機関から著しく離れた場

所に居住していることその他第１号または第２号に掲げる方式による

支給が困難な場合に限り行う。

(1) 郵送申請方式 申請者が申請書を郵送により市に提出し，市が申

請者から通知された金融機関の口座に振り込む方式

(2) 窓口申請方式 申請者が申請書を市の窓口に提出し，市が申請者

から通知された金融機関の口座に振り込む方式

(3) 窓口現金受領方式 申請者が申請書を郵送により，または市の窓

口において市に提出し，市が当該窓口で現金を交付することにより

支給する方式

３ 前項第３号に掲げる方式による支給を希望する申請者は，申請書に

加え，様式第３号の申出書により市長に申し出なければならない。

（代理による申請）

第７条 申請者に代わり，代理人として前条の規定による申請を行うこ

とができる者は，次の各号のいずれかに該当する者に限るものとする。

(1) 平成２８年１月１日（以下「基準日」という。）時点での申請者

の属する世帯の世帯構成者

(2) 法定代理人（親権者，未成年後見人，成年後見人，代理権付与の

審判がなされた保佐人および代理権付与の審判がなされた補助人を

いう。）

(3) 親族その他の平素から申請者本人の身の回りの世話をしている者

等で市長が特に認める者

２ 代理人が臨時福祉給付金の支給の申請をするときは，当該代理人は

申請書に加え，原則として委任状（申請書の委任欄への記載を含む。）

を提出する。この場合において，市長は，公的身分証明書の写し等を

提出させ，または提示させること等により，代理人が当該代理人本人

であることを確認する。

３ 市長は，代理人が第１項第１号の者にあっては住民基本台帳により，

同項第２号および第３号の者にあっては市長が別に定める方法により，

代理権を確認するものとする。



（支給の決定等）

第８条 市長は，第６条の規定により申請があったときは，内容を確認

の上，支給の可否を決定し，支給と決定したときは様式第４号（同条

第２項第３号の場合にあっては，様式第５号）の通知書により当該申

請に係る支給対象者（代理人が臨時福祉給付金の受給について代理す

るときは，代理人）に通知し，臨時福祉給付金を支給するものとし，

不支給と決定したときは様式第６号の通知書により当該申請に係る支

給対象者（代理人が臨時福祉給付金の受給について代理するときは，

代理人）にその旨を通知するものとする。ただし，次項各号に規定す

る児童等の申請があったときは，様式第７号の通知書により当該申請

をした者に通知するものとする。

２ 基準日において，いずれかの市町村（特別区を含む。以下同じ。）

の住民基本台帳に記録されている者（基準日以前に，住民基本台帳法

（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定により住民票を消除されて

いた者で，基準日において，日本国内で生活していたが，いずれの市

町村の住民基本台帳にも記録されておらず，かつ，基準日の翌日以後

初めていずれかの市町村の住民基本台帳に記録されることとなったも

のを含む。次項において同じ。）であり，かつ，基準日以後に次の各

号のいずれかに該当する児童等（児童（基準日において満１８歳に満

たない者（平成１０年１月３日以降に生まれた者。）をいう。）およ

び児童以外の基準日において満２０歳に満たない者（平成８年１月３

日以降に生まれた者）をいう。以下同じ。）については，当該児童等

分の臨時福祉給付金につき，当該児童等の保護者から代理申請があっ

た場合でも，不支給の決定とする（市において，当該児童等の入所等

の事実を把握した時点で，当該児童等に係る臨時福祉給付金の代理申

請について，支給の決定の通知が既に行われている場合を除く。）。

(1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定により同法に規

定する小規模住居型児童養育事業を行う者または同法に規定する里

親に委託されている児童等（保護者（同法に規定する保護者をいう。

以下同じ。）の疾病，疲労その他の身体上もしくは精神上または環



境上の理由により家庭において養育することが一時的に困難となっ

たことに伴い，２か月以内の期間を定めて行われる委託をされてい

る者を除き，児童以外の基準日において満２０歳に満たない者にあ

っては，同法の規定により，基準日以前から引き続き委託されてい

る者に限る。）

(2) 児童福祉法の規定により障害児入所給付費の支給を受けて，もし

くは同法の規定により入所措置が採られて同法に規定する障害児入

所施設（以下「障害児入所施設」という。）に入所し，同法の規定

により同法に規定する指定発達支援医療機関（以下「指定発達支援

医療機関」という。）に入院し，または同法の規定により入所措置

が採られて同法に規定する乳児院，児童養護施設，情緒障害児短期

治療施設もしくは児童自立支援施設（以下「乳児院等」という。）

に入所している児童等（当該情緒障害児短期治療施設または児童自

立支援施設に通う者および２か月以内の期間を定めて行われる障害

児入所施設への入所もしくは指定発達支援医療機関への入院または

保護者の疾病，疲労その他の身体上もしくは精神上もしくは環境上

の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難とな

ったことに伴い，２か月以内の期間を定めて行われる乳児院等への

入所をしている者を除き，児童以外の基準日において満２０歳に満

たない者にあっては，同法の規定により，基準日以前から引き続き

入所または入院している者に限る。）

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）

の規定により障害者総合支援法に規定する介護給付費等の支給を受

けて，または身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）もし

くは知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）の規定により入

所措置が採られて，障害者支援施設（障害者総合支援法に規定する

障害者支援施設をいう。）またはのぞみの園（独立行政法人国立重

度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）

の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園



が設置する施設をいう。）に入所している児童（２か月以内の期間

を定めて行われる入所をしている者を除き，児童のみで構成する世

帯に属している者に限る。）

(4) 売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）に規定する婦人保護施

設に入所している児童等（２か月以内の期間を定めて行われる入所

をしている者および一時保護委託がされている者を除き，児童等の

みで構成する世帯に属している者に限る。）

(5) 児童福祉法の規定により同法に規定する児童自立生活援助事業に

おける住居に入居している児童等（２か月以内の期間を定めて行わ

れる入所をしている者を除く。）

(6) 児童福祉法の規定により同法に規定する母子生活支援施設に入所

している児童等（２か月以内の期間を定めて行われる入所をしてい

る者を除き，児童等のみで構成する世帯に属している者に限る。）

３ 基準日において，いずれかの市町村の住民基本台帳に記録されてい

る者のうち，配偶者からの暴力を理由に市に避難し，配偶者と生計を

別にしている者（以下「配偶者からの暴力を理由に避難している者」

という。）およびその同伴者であって，第１号の要件を満たし，かつ，

第２号から第４号までに掲げる要件のいずれかを満たしており，その

旨を市に申し出たものについては，当該者分の臨時福祉給付金につき，

基準日時点の住民票において当該者と同一世帯である者から代理申請

があった場合でも，不支給の決定とする（申出が，当該者の基準日時

点の住民票が所在する市町村に到達した時点で，当該者に係る臨時福

祉給付金の代理申請について，支給の決定の通知が既に行われている

場合を除く。）。

(1) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）上，配偶者と別の

世帯に属し，国民健康保険に加入していることまたは健康保険法（

大正１１年法律第７０号），船員保険法（昭和１４年法律第７３号),

国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号。他の法律にお

いて準用する場合を含む。）もしくは地方公務員等共済組合法（昭

和３７年法律第１５２号）の規定による配偶者の被扶養者となって



いないこと。

(2) その配偶者に対し，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律（平成１３年法律第３１号）第１０条の規定による保

護命令（配偶者からの暴力を理由に避難している者にあっては，同

条第１項第１号の規定による接近禁止命令または同項第２号の規定

による退去命令。その同伴者にあっては，同条第３項または第４項

の規定による接近禁止命令）が出されていること。

(3) 婦人相談所による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証

明書」（地方公共団体の判断により，婦人相談所以外の配偶者暴力

相談支援センターが発行した証明書を含む。）が発行されているこ

と。

(4) 基準日の翌日以後に住民票が市へ移され，住民基本台帳事務処理

要領（昭和４２年１０月４日付け自治振第１５０号自治省行政局長

等通知）による支援措置の対象となっていること。

４ 基準日において，次の各号のいずれかに該当する者については，当

該者分の臨時福祉給付金につき，次の各号に規定する当該者の養護者

から代理申請があった場合でも，不支給の決定とする（市において，

当該者の入所等の事実を把握した時点で，当該者に係る臨時福祉給付

金の代理申請について，支給の決定の通知が既に行われている場合を

除く。）。

(1) 障害者（障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１項

に規定する障害者をいう。）のうち，養護者（障害者虐待の防止，

障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第79

号）第２条第３項に規定する養護者をいう。）から虐待を受けたこ

とにより，同法第９条第２項の規定による入所または入居（以下「

入所等」という。）の措置が採られている者（２か月以内の期間を

定めて行われる入所等をしている者を除く。）

(2) 高齢者（高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関

する法律（平成１７年法律第１２４号）第２条第１項に規定する高

齢者のうち，養護者（同条第２項に規定する養護者をいう。）から



虐待を受けたことにより，同法第９条第２項の規定による入所等の

措置が採られている者（２か月以内の期間を定めて行われる入所等

をしている者を除く。）

（臨時福祉給付金の支給等に関する周知等）

第９条 市長は，臨時福祉給付金支給事業の実施に当たり，支給対象者

の要件，申請の方法，申請期間等の事業の概要について，広報その他

の方法による住民への周知を行う。

（申請が行われなかった場合等の取扱い）

第10条 市長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず，支給対

象者から第５条に定める申請の期限までに第６条の規定による申請が

行われなかった場合は，当該支給対象者が臨時福祉給付金の支給を受

けることを辞退したものとみなす。

２ 市長が第８条第１項の規定による支給決定を行った後，申請書の不

備による振込不能等があり，市が確認等に努めたにもかかわらず，市

が定める期限までに，申請書の補正が行われないときその他支給対象

者の責に帰すべき事由により支給ができなかったときは，当該申請が

取り下げられたものとみなす。

（返還）

第11条 市長は，臨時福祉給付金の支給を受けた者が，支給対象者の要

件に該当しなくなった場合または偽りその他不正の手段により臨時福

祉給付金の支給を受けた場合は，臨時福祉給付金の支給の決定を取り

消し，支給を行った臨時福祉給付金の返還を求めるものとする。

２ 市長は，前項の規定により支給の決定を取り消した場合は，様式第

８号の通知書によりその旨を通知し，期限を定めて臨時福祉給付金の

返還を命ずるものとする。

（受給権の譲渡または担保の禁止）

第12条 臨時福祉給付金の支給を受ける権利は，譲り渡し，または担保

に供してはならない。

（その他）

第13条 この要綱の実施のために必要な事項は，市長が別に定める。



附 則

この要綱は，平成２８年１２月９日から施行する。



別紙（第２条関係）

支給対象者

「平成２８年度函館市臨時福祉給付金支給事業実施要綱」（以下「

平成２８年度実施要綱」という。）別紙１に定める平成２８年度臨時

福祉給付金の支給対象者（平成２８年度実施要綱別紙１ (2)（生活保

護制度の被保護者等の取扱い）および (3)（外国人の取扱い）に定め

る平成２８年度臨時福祉給付金を支給しない者を除き， (4)（施設等

に入所する児童等の取扱い）， (5)（配偶者からの暴力を理由に避難

し，配偶者と生計を別にしている者およびその同伴者の取扱い）およ

び (6)（虐待により施設等に入所措置等が採られている障害者および

高齢者の取扱い）の適用を受ける者を含む。）に対して，臨時福祉給

付金を１人につき１万５千円支給する。



様式第１号（第６条関係）

１　申請・受給者

裏面の事項の①～⑥に誓約・同意の上，臨時福祉給付金１万５千円を申請します。

２　上記１の申請・受給者が税法上，親族等に扶養されている場合
平成28年1月1日時点で，上記１の申請・受給者を税法上，扶養していた方（扶養者）がいた場合は，下

記の欄に氏名等を記入してください。また，扶養者の住民票所在地が平成28年1月1日時点で別の市区町村
内にあった場合は，扶養者の平成28年度分の非課税証明書を添付してください。

年 月 日 電話　　　（　　　　）

下記事項に同意します。（住所が別の市区町村の場合は，この同意および扶養者欄への押印は必要ありません。）

・平成28年度分の市民税（均等割）の計算において課税される所得金額がありません。

・上記1の申請・受給者に関する臨時福祉給付金の支給要件の該当性等を審査するため，市が私について必要な公簿等の確認

を行うことや必要な資料の提供等を他の行政機関等に求めることに同意します。

※記名押印に代えて署名することができます。

３　受取口座 （下記のいずれかに○をつけてください。）

前回の給付金と同じ次の口座

新たに指定した，次の口座（１の申請・受給者または４の代理人の口座に限ります。）

※「Ｂ」を選択する場合に記入し，通帳の写しを添付してください。

－

※ゆうちょ銀行を選択された場合は，「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を記入しないでください。

（フリガナ） 性別 生年月日 現住所

 臨時福祉給付金（経済対策分）申請書（請求書）

函館市長 様

記入日

平成　　年　　月　　日

男・女
印

扶養者

氏　　名

（フリガナ）
性別 生年月日

住所

氏名 （平成28年1月1日時点の住民票所在住所を記入）

電話 住所（平成28年1月1日時点の住所）

（　 　　）  

記入日 平成　　年　　月　　日

銀行・金庫・信組 本・支店 １普通
２当座
４貯蓄

信連・農協・漁協 本・支所

信漁連 出張所

金融機関コード(記入不要) 金融機関名 支店名 分類 口座番号（右詰で記入）

口座名義

フリガナ

原則口座振込となりますが，金融機関の口座がない方，金融機関から著しく離れた場所に住んでいる方で，現金支給を希望され
る方は，この申請書と，別に定める申出書を併せて提出する必要がありますので，裏面のお問い合わせ先へご連絡ください。

金融機関名 支店名 口座名義（カタカナ）

受付 扶養 口座 代理 確認

明治・大正・昭和・平成

印

明治・大正・昭和・平成

裏面をご覧のうえ記載の書類を同封してください。

Ａ

Ｂ

代理人口座の場合は，裏面４もご記入ください。

ど

ち

ら

か

選

択

代理人口座の場合は，裏面４もご記入ください。



代

理

（ ）

人  明治・大正・昭和・平成 年　　月　　日

※申請・受給者との関係（代理申請が可能な方一覧）

１．住民票上の同一世帯：平成28年１月１日時点で支給対象者の属する世帯の世帯構成者

２．法定代理人：親権者，未成年後見人，成年後見人，代理権付与の審判がなされた保佐人および代理権付与の審判がなされた補助人

３．その他：親族，施設の職員その他の平素から支給対象者本人の身の回りの世話をしている方等

＜誓約・同意事項＞
① 平成28年度分の市民税（均等割）の計算において課税される所得金額がなく，平成28年度分の市

民税（均等割）の課税者の扶養親族等に当たらず，臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件に
該当します。

② 臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件の該当性等を審査するため，市が必要な税や手当等の
公簿等（これまで市に提出した臨時福祉給付金の申請書類を含む。）の確認を行うことや必要な
資料を他の行政機関等に求めることに同意します。

③ 公簿等で確認できない場合は，関係書類の提出を行います。
④ この申請書は，市において支給決定をした後は，臨時福祉給付金（経済対策分）の請求書として

取り扱います。
⑤ 市が支給決定をした後，申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず，かつ，市

が定める期限までに，市が申請・受給者（代理人等を含みます。）に連絡・確認できない場合に
は，市は当該申請が取り下げられたものとみなします。

⑥ 給付金の支給後，平成28年度分の市民税（均等割）が課税されていることや，課税者の扶養親族
等であること等臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件に該当しないことが判明した場合には，
臨時福祉給付金（経済対策分）を返還します。

次に該当する方は，申請書を提出される際に，次に記載の書類を申請書に同封してください。

●〔表面２〕の扶養者が別の市区町村内にいる方

・扶養者がお住まいになっている市区町村の非課税証明書（平成２８年度分）

●〔表面３〕の受取口座でＢを選択し，口座記入欄に記入した方

・受取口座の金融機関名，口座番号，口座名義人(カナ)が分かる通帳の写し

●〔表面３〕の受取口座でＢを選択し，かつ，住民票上の同一世帯以外の方の口座に振り込む方

・〔表面１〕の申請・受給者の本人確認書類および振込口座名義の方の本人確認書類

 (健康保険証，運転免許証，パスポートの写し等)

※平成28年1月1日時点または申請時点で，住民票上の同一世帯の場合は不要です。

※外国人の方の本人確認書類は，在留カード，特別永住者証明書等になります。

【お問い合わせ先】函館市臨時福祉給付金事務局　TEL ０１３８－２１－３８８８

※期限後は，申請をお受けすることができませんので，ご了承ください。

４ 代 理 申 請 （ 受 給 ） を 行 う 場 合

〔同封書類〕

２申請・請求および受給

上記の者を代理人と認め， 記入日 平成　　年　　月　　日

１申請・請求 申請・受給
者氏名

印

（フリガナ） 代 理 人 住 所

氏名 〒 －

印
電 話

臨時福祉給付金の を委任します。

性別 男・女 生年月日

申請・受給者との関係 １．住民票上の同一世帯　２．法定代理人　３．その他

受付期間 平成２９年１月３０日（月）～平成２９年７月３１日（月）必着



様式第２号（第６条関係）

※

電話　　　　　　（　　　　　　）

次のとおり申請（請求）します。

　代理申請を行う者 年 月 日

年 月 日

　支給額（請求額）　　

　受取方法
支給対象者ごとに別紙様式に記載の金融機関口座へ振り込みます。

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を選択された場合は，「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）を記入してください。
※長期間入出金のない口座を記入しないでください。

店番号

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

1普通

2当座

４

ただし，入所して間もないために本人名義の口座を開設していない等，特段の理由のある者に限り，代理受給を行う
ための受取口座（小規模住居型児童養育事業を行う者もしくは里親，または施設等の設置者の口座に限る。）へ振り
込みますので，下記に記入してください。
この場合，別紙様式の該当児童等の代理受給欄に○印を記入してください。

金　融　機　関　名 支 店 名 分類 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

（　フ　リ　ガ　ナ　）

口　座　名　義

円

印

代
理
人

（　フ　リ　ガ　ナ　） 代理人
性別

代理人生年月日
（西暦）

支給対象者 人

代理人の施設等
における役職代　理　人　氏　名

男・女

２ 　上記１の者が所属する施設等に入所等している支給対象者

別紙様式のとおり

申請の時点で施設に入所しているすべての児童等について，氏名等および受取口座を別紙様式に記入してください。
住民票が函館市にない場合でも，他の自治体において支給決定がまだされていない場合は，函館市から支給されるこ
ととなりますので，もれなく記入してください。
この場合，支給対象者は，それぞれ裏面①～⑥に誓約・同意し，代理申請を行う者に申請・請求を委任するものとしま
す。

３

１ 記入日 平成

〔施設入所児童等代理申請用〕

　　臨時福祉給付金（経済対策分）申請書（請求書）

この申請書（請求書）は，施設入所児童等の入所する施設の職員等が，当該児童等に係る標記給付金の
申請を代理し，まとめて標記給付金を申請する場合にご利用いただくものです。

函館市長　様

施設等の名称 施設等の種類
設置者等の氏名
（法人名等）

施設等が所在する住所または里親住所地

函館市

※別紙様式の支給対象者の合計

の合計支給額
（請求額）

＝×１万５千円

受付印



＜誓約・同意事項＞
① 平成28年度分の市民税（均等割）の計算において課税される所得金額がなく，平成28年度分の市

民税（均等割）の課税者の扶養親族等に当たらず，臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件に
該当します。

② 臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件の該当性等を審査するため，市が必要な税や手当等の
公簿等（これまで市に提出した臨時福祉給付金の申請書類を含む。）の確認を行うことや必要な
資料を他の行政機関等に求めることに同意します。

③ 公簿等で確認できない場合は，関係書類の提出を行います。
④ この申請書は，市において支給決定をした後は，臨時福祉給付金（経済対策分）の請求書として

取り扱います。
⑤ 市が支給決定をした後，申請書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず，かつ，市

が定める期限までに，市が申請・受給者（代理人等を含みます。）に連絡・確認できない場合に
は，市は当該申請が取り下げられたものとみなします。

⑥ 給付金の支給後，平成28年度分の市民税（均等割）が課税されていることや，課税者の扶養親族
等であること等臨時福祉給付金（経済対策分）の支給要件に該当しないことが判明した場合には，
臨時福祉給付金（経済対策分）を返還します。

●代理申請を行う者の本人確認書類および施設名，施設設置者が確認できる書類の写し

例）措置決定通知書，代理申請者と施設との関係を証する書類，援助の実施を証明する書類　等

●受取口座の金融機関名，口座番号，口座名義人（カナ）が分かる通帳の写し

　※以前に給付金の支給を函館市から受けた場合で，その受給口座と同じ口座の場合は，添付を

　　省略することができます。（この場合，別紙様式の前回給付金受給口座欄に〇印を記入して

　　ください。）

　※同封書類の余白部分に別紙様式の各支給対象者ごとの「No」欄の数字を記入してください。

【お問い合わせ】函館市臨時福祉給付金事務局　TEL０１３８－２１－３８８８

　同封書類

※期限後は，申請をお受けすることができませんので，ご了承ください。

受付期間 平成２９年１月３０日（月）～平成２９年７月３１日（月）必着



枚数 総枚数

／

施設等に入所等している支給対象者
※申請の時点で施設に入所しているすべての児童等について記入してください（臨時福祉給付金の申請対象となります。）。
※入所して間もないために本人名義の口座を開設していない等の理由で代理受給を行う場合は，代理受給欄に○印を記入し，申請書の４　受取方法の受取口座記入欄に受取口座を記入してください。
※前回の給付金と同じ口座の場合は，前回給付金受給口座欄に○印を記入してください。
※新たに受取口座を記入する場合は，支給対象者の受取口座が分かる振込先金融機関口座確認書類（受取口座の金融機関名，口座番号，口座名義人（カナ）が分かる通帳かキャッシュカードの写し）を添付してください。

※ゆうちょ銀行を選択された場合は，「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を記入しないでください。

枚目

No

（　フ　リ　ガ　ナ　）

性　別
生　年　月　日

（西暦）
前回給付金
受給口座

受取口座記入欄

氏　　　　　名

　別紙様式

代理受給
金　融　機　関　名 支店名 分類 口座番号

（右詰めでお書きください。）

1

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所

（　フ　リ　ガ　ナ　）

口　座　名　義

店番号

男 ・ 女
　　年　　月　　日

男 ・ 女

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

店番号

3 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座
2

　　年　　月　　日

男 ・ 女
　　年　　月　　日

本・支
店

本・支
所

出張所

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座
店番号

本・支
店

本・支
所

出張所

店番号

5 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座
4

店番号

6 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

店番号

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

7 男 ・ 女
　　年　　月　　日

8 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

1普通

2当座

店番号

店番号

10 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

店番号

9 男 ・ 女
　　年　　月　　日

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

店番号

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

5.農協
6.漁協
7.信漁

連

1普通

2当座

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所

本・支
店

本・支
所

出張所



様式第３号（第６条関係） 

臨時福祉給付金（経済対策分）に係る現金支給申出書 

平成  年  月  日  

 

函館市長 様 

 

住所                 

申出者 氏名              印  

電話                 

 

私が申請した臨時福祉給付金（経済対策分）について，次のとおり現金によ

る支給を申し出ます。 

１ 現金支給の理由 

・金融機関の口座がないため 

  ・金融機関から著しく離れた場所に住んでいるため 

  ・その他（                     ） 

２ 受取人 

  ・本人 

  ・代理人（別途委任状(申請書の委任欄への記載を含む。)が必要となりま 

す。） 

３ 受取希望窓口 

  ・函館市臨時福祉給付金事務局（東雲町５番１１号 寺井ビル４階） 

   ※本庁舎ではありません。 

  ・（      ）支所（支所名を記入してください。） 

 

 注 該当するものを○で囲んでください。 

 ※この申出書は，申請書と併せて提出してください。 

※現金のお受け取りは，平成２９年３月２９日以降となります。 



様式第４号（第８条関係）

申請・受給者

平成

様式第５号（第８条関係）

申請・受給者

　本人）確認ができる書類
（各種免許証，健康保険証など）

平成　　年　　月　　日から２週間以内

平成

注 意

支払する窓口 せん。

場 所

うえ，お越しください。
指定の日時にお越しいただけない場合は，

日 時
平日の午前９時から午後３時まで

ください。
函 館 市 臨 時 福 祉 給 付 金 事 務 局 ま で ご 連絡

年 月 日

通知したご本人（受給代理人を指定してい
る場合は代理人）以外の方にはお渡しできま

事情により，窓口にご本人が受け取りに来られ
なくなった場合は，代理の方が委任状をご持参の

【ご持参いただくもの】
口で支払をいたしますので，通知します。 ①この通知書

②申請・受給者（受給代理人を指定している場合は
代理人）の方の印鑑（朱肉を使用するもの）
ゴム印・スタンプ印でお受けすることは

できませんので，ご注意ください。
③本人（受給代理人を指定している場合は代理人

氏 名

住 所

受給代理人

臨時福祉給付金（経済対策分）
住 所

支給決定通知書　兼　支払案内通知書
氏 名

口座名義人
ご了承ください。

年 月 日

函館市長 印

振込先口座

銀行名 別途郵便でご連絡いたします。この場合，次の
支店名

預金種目 口座番号 振込まで３週間程度かかる場合がありますので，

支 払 日 平 成 年 月 日

何らかの理由で振込ができなかった場合は

氏 名 氏 名

支給決定金額 円 注 意

臨時福祉給付金（経済対策分）

支給決定通知書　兼　口座振込通知書

先に申請のありました臨時福祉給付金（経済対策
分）について，次のとおり支給を決定し，指定の口
座への振込手続をいたしましたので，通知します。

受給代理人

住 所 住 所

先に申請のありました臨時福祉給付金（経済対策
分）について，次のとおり支給を決定し，指定の窓

支給決定金額 円

函館市長 印



様式第６号（第８条関係）

申請・受給者

受給代理人

不支給の理由

平成

函館市長 印

氏 名

年 月 日

住 所

臨時福祉給付金（経済対策分）

不支給決定通知書

先に申請のありました臨時福祉給付金（経済対策
分）について，審査の結果，不支給と決定しました
ので，通知します。

氏 名

住 所



様式第７号（第８条関係）  

臨時福祉給付金（経済対策分）支給（支給および不支給・  

不支給）決定通知書（施設入所児童等）  

 平成  年  月  日  

 

        様  

 

 函館市長         印  

   

先に申請のあった臨時福祉給付金（経済対策分）については，次

のとおり支給（支給および不支給・不支給）を決定しましたので，

通知します。 

支給決定した受給者については，指定の口座への振込手続をいた

しました。  

申 請 者  

施設等
の名称   

施設等
の住所   

役 職   

氏 名   

支 給 決 定 総 額  円  

支給対象児童等の人数  人  

支 給 対 象 児 童 等 の  
氏 名 お よ び 個 人 別 の  
支 給 金 額 等  

 

支  払  日    平成  年  月  日  

不 支 給 者 氏 名 お よ び  
不 支 給 の 理 由   

 



様式第８号（第１１条関係）  

臨時福祉給付金（経済対策分）支給決定取消および返還通知書  

 平成  年  月  日  

  

        様  

 

 函館市長        印  

 

   

平成  年  月  日付けで支給の決定をした臨時福祉給付金

（経済対策分）については，次のとおり支給の決定を取り消したの

で，返還されるよう通知します。  

申請・受給者  
住所   

氏名   

受給代理人  
住所   

氏名   

取消しの理由   

支 給 済 額 円   

返 還 金 額  円   

返 還 期 日 平成  年  月  日  

 

 

 

 

 


